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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2017度第２四半期決算は、連結・個別ともに増収減益となりました。

○収入面につきましては、電灯電力料収入は減少したものの、託送収益や
他社販売電力料などが増加したことに加え、その他事業において、ガス供給
事業や情報通信事業の売上高が増加したことなどにより、売上高は増加しま
した。

○一方、支出面では、徹底した経営効率化に努めていることに加え、高浜3,4
号機の運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料価格の上昇に
より燃料費やガス供給事業の原料費が増加しました。

○2017年度業績予想につきましては、大飯発電所3,4号機が本格運転に
至っていないことなどから、現時点では引き続き、売上高・利益ともに未定とし
ております。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少した
ものの、託送収益や他社販売電力料などが増加したことに加え、その他事業
において、ガス供給事業や情報通信事業の売上高が増加したことなどから、
前年同期に比べて332億円増加し、1兆5,485億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、
高浜発電所3,4号機の運転再開による費用の低減効果があったものの、
燃料価格の上昇により燃料費やガス供給事業の原料費が増加したことなど
から、連結経常利益は前年同期に比べて30億円減少し、1,578億円と
なりました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて580億円減少し、
3兆7,634億円、自己資本比率は1.4%上昇し、20.7%となりました。
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○個別決算における主なデータについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、契約電力の減少などにより、前年同期に比べて45
億kWh減少し、569億kWhとなりました。

○地帯間・他社販売電力量につきましては、前年同期に比べて19億kWh増加し、
36億kWhとなりました。

○原子力利用率につきましては、高浜発電所3,4号機の再稼動により、13.5％
となりました。

○出水率につきましては、前年同期に比べて7.4％高い、97.1％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年同期に比べて１バレル当たり
7.6ドル上昇し、51.4ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年同期に比べて6円円安の1ドル111円となりまし
た。

○金利につきましては、前年同期に比べて0.03％上昇し、0.97％となりました。
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○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、販売電力量の減少などにより電灯電力料収入は

減少したものの、託送収益や他社販売電力料などが増加したことにより、

前年同期に比べて84億円増加し、1兆3,571億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、

高浜発電所3,4号機の運転再開による費用の低減効果があったものの、

燃料価格の上昇により、燃料費やガス供給事業の原料費が増加したこと

などから、前年同期に比べて172億円増加し、1兆2,294億円となりました。

○以上により、経常利益は前年同期に比べて88億円減少し、1,277億円と
なりました。
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○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少したも
のの、託送収益や他社販売電力料などが増加したことに加え、その他事業に
おいて、ガス供給事業や情報通信事業の売上高が増加したことなどから、
前年同期に比べて284億円増加し、1兆5,652億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、高浜
発電所3,4号機の運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料
価格の上昇により燃料費やガス供給事業の原料費が増加したことなどから、
前年同期に比べて315億円増加し、1兆4,074億円となりました。

○以上により、経常利益は前年同期に比べて30億円減少し、1,578億円と
なりました。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、託送収益や他社販売電力料の増加などにより外販
売上高は増加したものの、燃料価格の上昇により、燃料費が増加したことなど
から、営業利益は前年同期に比べて74億円減少し、1,330億円となりました。

○ガス・その他エネルギー事業につきましては、ガス販売数量の増加などにより外販
売上高は増加したものの、燃料価格の上昇により、ガス供給事業の原料費が
増加したことなどから、営業利益は前年同期に比べて43億円減少し、38億円
となりました。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービス・MVNO・電力小売サービスの
加入者の増加などにより、営業利益は前年同期に比べて39億円増加し、
131億円となりました。

○その他につきましては、営業利益は前年同期に比べ8億円増加し、95億円と
なりました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、減価償却の進行による減少はあったものの、設備投資に
よる増加や売掛金の増加などにより、前年度末に比べて532億円増加し、
6兆9,064億円となりました。

○負債につきましては、有利子負債の減少などにより、前年度末に比べて486億
円減少し、5兆4,598億円となりました。

○純資産は、親会社に帰属する四半期純利益を1,152億円計上したことなど
により、前年度末に比べて1,019億円増加し、1兆4,466億円となりました。
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○2017年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2017年度の業績予想につきましては、大飯発電所3,4号機が本格運転に
至っていないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定すること
ができないため、引き続き未定とさせていただきます。

○また、2017年度の期末配当予想につきましては、業績予想が見通せないこと
などから、未定としております。
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